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令和７年５月３０日

令和７年度 高等学校等給付奨学生募集要項

公益財団法人 日本教育公務員弘済会 新潟支部

１ 主催 公益財団法人 日本教育公務員弘済会 新潟支部

２ 後援 文部科学省

３ 応募資格

本年度、新潟県公私立の高等学校、高等部を置く特別支援学校、国立工業高等専門学

校の２年生及び中等教育学校に在籍する５年生の生徒とする。

４ 応募条件

（１）校長の推薦を受けた生徒とする。

（２）家庭の事情により、学費支弁困難と認められる生徒とする。

家計支持者（父母またはこれに代わって家計を支えている者１名。家計支持者が複

数名いる場合は、年間所得金額が多い順から２名）の年間所得金額（申込み前年１年

分。２名の場合は、合計金額。）の上限額を、４３０万円とする。

「所得」とは、給与所得者は前年中の源泉徴収票の給与所得控除後の金額、事業所

得者は年間収入額から必要経費を差し引いた金額とする。

（注１）給与所得者の場合、源泉徴収票の「支払金額」ではなく「給与所得控除後の

金額」ですので、お間違えのないように源泉徴収票を確認してください。

（注２）年間所得額について、特別の事情がある場合は、「給付奨学生申請書」の備考

欄に記入してください。（今年度に入り、家計支持者の収入状況に大きな変化があ

ったことなど、特別の事情を具体的に記入する。）

（３）修学意欲のある生徒とする。

１年生時（中等教育学校にあっては４年生時）の平均評定値は、４.０以上とする。

成績証明書を提出する。各高校間の平均評定値は、同等とみなす。

（４）応募対象人数

各学校における各学年の入学時の学級数の合計に応じて、次のとおりとする。但し、

定時制課程４年次以降については、実際の学級数とする。

（下記の学級数には、分校の学級数も含む。申請に当たっては、本校と分校をまと

めての申請、本校と分校を別々の申請、どちらも可とする。）

① １２学級以下の学校 ３名

② １３～２４学級の学校 ４名

③ ２５学級以上の学校 ５名

※ 応募人数が多い場合は、校内選考の上、応募する。応募者が複数の学校は書類を

コピーして使用する。

（５）他の奨学金の貸与・給付と重複しても対象者とする。
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５ 募集人数 １７０名

６ 給付金額 奨学生１人に対し１０万円支給する。（総額１，７００万円）

７ 交 付 奨学金は採用決定後、安全管理上、生徒本人の口座への振込とする。併

せて、新潟教弘役員が各学校を訪問し、校長、担任、保護者（都合が付く

場合）等の同席にて、本人に目録を交付する。

８ 受付期間 令和７年６月２日（月）～７月３１日（木）

※ ７月３１日（木）消印有効。

９ 提出書類

（１）給付奨学生申請書（様式１）

（２）高等学校等給付奨学生推薦書（様式４）

（３）令和６年分の所得が分かる次のいずれか

・ 源泉徴収票「写」

・ 確定申告書「写」

・ 市区町村発行の所得証明書（「写」でも可）

※ 家計支持者が１名の場合は１名分。家計支持者が複数名いる場合は、年収・所得

金額が多い順から２名分。

（４）１年生（中等教育学校にあっては４年生）時の成績証明書

10 書類提出先

〒 950-0087 新潟市中央区東大通 2-5-8 東大通野村ビル 8階

公益財団法人 日本教育公務員弘済会 新潟支部

℡ 025-244-0025 FAX 025-244-8991

11 奨学生の採用決定等

給付奨学金贈呈者選考委員会（９月開催予定）の選考を受け、教育振興事業選考委員

会の承認を経て、（公益財団法人）日本教育公務員弘済会理事長が決定する。その結果に

ついては、在籍する校長を通じて本人に９月中に通知する。その際「給付奨学金銀行振

込依頼書」（振込先は奨学生名義の口座）の提出を依頼する。

選考委員……新潟県高等学校長協会 正・副会長、理事、事務局長・次長 ８名

本会 支部長・専任幹事 ２名 計１０名

12 奨学金の返還

奨学生が奨学金を奨学目的以外に使用したり、奨学生としてふさわしくない行為があ

ったりしたときは、奨学金を返還するものとする。

13 その他

本事業は、今年で１９年目の事業である。「公益財団法人 日本教育公務員弘済会」の

「給付奨学金事業規程」に準ずる。


